（様式１・住宅Ｃ）

令和　　年　月　日
国土交通大臣　斉藤　鉄夫　殿
サステナブル建築物等先導事業（省ＣＯ２先導型）
　提案申請書
（令和６年度募集）
[共同住宅・ＬＣＣＭ低層共同住宅部門]
以下の内容により、サステナブル建築物等先導事業（省ＣＯ２先導型）の提案を申請します。
プロジェクト名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案事業の種類　
	提案事業の種類
	提案事業
（当てはまるものに○をつけてください）

	①住宅・建築物の新築
	◯

	②既存住宅・建築物等の改修
	

	③省ＣＯ２のマネジメントシステムの整備
	

	④省ＣＯ２に関する技術の検証（社会実験、展示等）
	


（代表提案者）
　　提案団体名　
　　代　表　者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（様式２・住宅Ｃ）
フェイスシート－提案概要（Ａ４・１枚）
	プロジェクト名
	

	1 提案者
	

	2 事務連絡先
（その1）
	所属
	

	
	役職名
	

	
	担当者氏名
	

	
	住所
	(郵便番号)〒　　－　　　
(住　　所) 

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	3 事務連絡先
（その２）
	所属
	

	
	役職名
	

	
	担当者氏名
	

	
	電話
	

	
	E-mail
	

	4 補助を受ける者
（予定者）
	（複数者による共同提案の場合、提案者と補助を受ける者が異なる場合に記入してください。また、提案者以外の関係者も含めた実施体制を様式２－１に記載してください。）

	5 営業エリア
	


	6 ＬＣＣＭ住宅
関連の取り組み状況
	①ＢＥＬＳの取得　　　　　：□あり　□なし
②ＺＥＨ関連補助金の活用　：□あり　□なし
③ＺＥＨビルダーの登録　　：□あり（□Ａ登録、□Ｂ登録）　□なし

	7 共同住宅の
供給実績（戸）
	項目
	2021年度
	2022年度
	2023年度
	3年間合計
	年平均

	
	共同住宅全体
	
	
	
	
	

	
	うちＺＥＨ
	
	
	
	
	

	8 提案概要
	補助事業期間
	2024年度～　　　　年度（原則として２年以内）

	
	供給予定棟数
	合計　　　　　　棟　（　　　　　戸）

	
	補助申請額
	合計　　　　　　千円

	9 省ＣＯ２技術の
波及効果、普及
効果
	


	10 他の補助金
   の有無
	□なし　　□あり（□交付決定済み　□申請中又は申請予定）



	11 許認可等の有無
	□なし
□あり（許認可等の名称及び取得予定時期を記載願います）


（注１）□の部分は、■により項目を選択してください。
（注２）経済産業省や環境省で実施しているZEH関係の補助金との併用は不可です。
（様式２－１・住宅Ｃ）
プロジェクトの実施体制（Ａ４・１枚）
※該当する場合のみに提出
	プロジェクト名
	

	


（様式３・住宅Ｃ）
事業の概要（Ａ４・１枚）
１．提案する住宅タイプと供給予定戸数及び棟数の内数
	NO
	住宅
タイプ名
	地域区分
(1～8)
	供給棟数
（棟）
	供給戸数
（戸）
	構造

	1
	
	
	
	
	□木質系　　□鉄骨系　　□ｺﾝｸﾘｰﾄ系
□混構造

	2
	
	
	
	
	□木質系　　□鉄骨系　　□ｺﾝｸﾘｰﾄ系
□混構造

	3
	
	
	
	
	□木質系　　□鉄骨系　　□ｺﾝｸﾘｰﾄ系
□混構造

	4
	
	
	
	
	□木質系　　□鉄骨系　　□ｺﾝｸﾘｰﾄ系
□混構造

	5
	
	
	
	
	□木質系　　□鉄骨系　　□ｺﾝｸﾘｰﾄ系
□混構造

	合　計
	
	
	－


注１）表中の項目に違いがある場合は、異なる住宅タイプとして記載してください。
注２）設定した住宅タイプのそれぞれにて、LCCO2の算定結果を添付する必要があります。
注３）□は該当するものを■で選択してください。
注４）記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を増やしてください。
２．補助対象工事・設備の概要
採択後の各住宅タイプにおける補助対象として、実施又は導入を予定する工事・設備について、該当するものを全て記載してください。
	項目
	内容

	断熱強化
	□外皮断熱工事　　　□開口部断熱工事　

	暖冷房設備
	□ルームエアコン　　□温水式パネルラジエーター　　□温水式床暖房

□ヒートポンプ式セントラル空調システム

	換気設備
	□熱交換型換気設備　□熱交換型以外の換気設備

	照明設備
	□ＬＥＤ　　　　　　□蛍光灯

	給湯設備
	□電気給湯器（ヒートポンプ式）　　□ガス瞬間式給湯器（潜熱回収型）

□石油瞬間式給湯器（潜熱回収型）　□ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機

	耐震性強化
	□等級１よりも高い材料の有無　　　　□有　　　□無

	屋根材強化
	□レベル１よりも高い材料の有無　　　□有　　　□無

	その他
	□ＨＥＭＳ（エネルギーの見える化装置）　　□蓄電池　　□太陽熱利用システム

□コージェネレーションシステム（燃料電池）
□コージェネレーションシステム（ガスエンジン給湯器）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


注１）□は該当するものを■で選択してください。
注２）補助対象工事の詳細は、募集要領p.65の別表５を参照してください。
注３）上記１の住宅タイプによらず、実施の可能性がある工事・設備の全てを選択してください。
注４）提案時に選択していない補助対象工事・設備を、採択後に補助対象として追加する事は原則できません。

（様式４・住宅Ｃ）
審査基準に関する事項
～代表的な住宅タイプによる評価結果～
（Ａ４・１枚）
◯様式３で設定した提案する住宅タイプ別に、ＬＣＣＯ２の評価結果及び基本要件に適合する外皮性能及び一次エネルギー消費性能の算定結果を記載してください。
◯算定結果に関して、以下の書類を別添資料として提出してください（※）。
別添１　代表的な住宅タイプの概要（指定の書式）
別添２　ＬＣＣＯ２の評価書（各評価ツールの評価結果）
別添３　外皮性能計算書（各評価ツールの評価結果）
別添４　一次エネルギー消費量の計算書（評価ツールの評価結果）
別添５　一次エネルギー消費量の計算結果（エネルギー消費性能計算プログラムのＰＤＦ出力）
　＜留意点＞
１）住宅タイプの評価は、代表的な一つの地域のみで実施することを可とします。
２）ＬＣＣＯ２の評価は、住宅タイプ別に行い、それぞれの評価結果を添付してください。
３）基本要件の評価は、全ての住宅タイプについて、同一の仕様で計算することも可とします。
	NO
	住宅
タイプ名
	地域
区分
(1～8)
	床面積
（㎡）
	基本要件の評価

	
	
	
	
	外皮平均
熱貫流率
（UA値）
[W/㎡・K]
	全体のエネルギー削減率（R）
[％]
	太陽光発電を除くエネルギー削減率（Ro）
[％]

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	


※各評価ツール及び提出資料の詳細については、別添１～別添５も確認してください。
　（各評価ツールが掲載されているＵＲＬなども記載しています。）
（様式５・共通）
エネルギー使用量の計測及びＣＯ２排出削減効果実証に関する計画書

（Ａ４・１枚）

	プロジェクト名
	

	エネルギー
使用量の計測
（建物全体）
	計測期間
	（西暦）　　　　年　　月　～（西暦）　　　　年　　月

	
	計測対象注1
	□ 電力　　□ 都市ガス　　□ ＬＰガス
□ その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	計測方法注1
	□ 計測機器（BEMS等）　　□ 領収書等
□ その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	計測周期注1
	□ 月別　　□ 日別　　□ 時刻別

	ＣＯ２排出削減
効果の実証注2注3
(先導的な
省ＣＯ２技術)
	提案する技術(1)
	

	
	
	比較基準注4
	

	
	
	効果算出の
考え方
	

	
	
	効果算出
方法
	1）先導的な省ＣＯ２技術

①実測するデータ項目


②データ収集方法、周期及び期間


2）比較基準（比較対象技術）

①想定データ項目


3）効果算出方法




注1：該当する項目を■で選択してください。

注2：提案する先導的な省ＣＯ２技術は、様式４－３に記載した技術を記載してください。

注3：記入欄が不足する場合は、適宜、コピーして使用してください。

注4：比較基準は、様式４－３で記載した比較対象を記載してください。

（様式６・住宅Ｃ）
事業計画（Ａ４・１枚）
	プロジェクト名
	


１．住宅タイプ別の供給計画
	
	住宅タイプ名
	2024年度
	2025年度
	合計

	
	
	棟数
	戸数
	棟数
	戸数
	棟数
	戸数

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	

	申請数　合計(Ａ)
	
	


２．住宅タイプ別の補助対象経費（掛かり増し費用）の集計
	
	住宅タイプ名
	2024年度
（千円）
	2025年度
（千円）
	合計
（千円）

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	

	掛かり増し費用　合計(Ｂ)
	


注1）各住宅タイプの掛かり増し費用（千円単位）は、様式７における「１．補助対象経費の内訳の　１棟あたりの合計(ア)」を用いて、各年度の供給予定棟数を乗じて算出してください。
注2）千円未満は切り捨てしてください。
３．補助申請額
	掛かり増し費用による補助額
	千円
	① 上記2.の掛かり増し費用 合計(Ｂ)を転記

	補助限度額
	1戸当たり
	千円
	②＝上記1.の合計(Ａ)の戸数×750千円/戸

	
	プロジェクト全体
	100,000千円
	③ 1プロジェクトあたり上限1.0億円

	補助申請額
	千円
	①～③のいずれか低い額


注1）1プロジェクト当たりの補助限度額は1.0億円です。
補助申請額合計が補助限度額を超えることないように注意して記載してください。
注2）消費税を除いた金額とし、各項目は千円単位（千未満切り捨て）で記載してください。
（様式７・住宅Ｃ）
補助対象となる部分の経費の内訳（Ａ４・１枚）
○提案する住宅タイプごとに本様式（様式７・住宅Ｃ）を作成してください。
○専有部及び共用部は、掛かり増し費用算定に必要な仕様を確認するため、提案者が根拠をもって比較対象仕様と提案仕様を記載してください。
	プロジェクト名
	

	住宅タイプ
	


１．補助対象経費の内訳
	
	
	比較対象仕様
	提案仕様
	掛かり増し費用
(千円)

	設計費
	第三者評価費用
	－
	

	
	表示するための費用
	－
	

	
	その他（　　　　　）
	－
	

	
	小 計 ①
	－
	

	
	限度額(a) ②
	①×1/2
	

	補助対象工事費
	断熱強化
	外皮
	
	
	

	
	高効率設備機器
	暖冷房設備
	
	
	

	
	
	換気設備
	
	
	

	
	
	照明設備
	
	
	

	
	
	給湯設備
	
	
	

	
	耐震性強化工事
	
	
	

	
	屋根材強化工事
	
	
	

	
	その他（　　　　　）
	
	
	

	
	その他（　　　　　）
	
	
	

	
	小 計 ③
	－
	

	
	限度額(b) ④
	③×1/2
	

	
	補助対象工事費を含む
全体の工事費 ⑤
	－
	

	
	限度額(c) ⑥
	⑤×5％
	

	
	補助対象工事費の
補助限度額 ⑦
	④又は⑥のいずれか低い額
	

	１棟あたりの合計 (ア)
	②＋⑦
	


注1）　記載する金額は補助率を乗じる前の補助対象費用の金額です。
注2）　消費税を除いた金額とし、各項目は千円単位（千未満切り捨て）で記載してください。
注3）　設計費として申請する項目は、（ ）内に内容を明記してください。
注4）　専有部、共用部にその他を計上する場合は、（ ）内に内容を明記してください。
（別添１）
代表的な住宅タイプの概要（Ａ４・１枚）
	プロジェクト名
	

	


（別添２）ＬＣＣＯ２の評価書
住宅タイプごとのＬＣＣＯ２に関する評価結果として、下記のツールによる評価結果のシートを別添してください。
※提案応募時は、自己評価の結果で提案可能ですが、採択後の補助金交付の手続きでは、住宅タイプごとに、ＬＣＣＯ２の計算を行い、結果が０以下となることが分かる評価書を提出するともに、建築士によって設計内容と計算内容が要件に適合している旨を証明していただきます。
※提出書類には、対応する住宅タイプ名を必ず明記してください。
※複数の住宅タイプを提案する場合は、全ての住宅タイプの評価結果を添付してください。
＜ＬＣＣＯ２評価ツール＞

■ＬＣＣＭ低層共同住宅部門の基本要件（ＬＣＣＯ２）適合判定ツール 2024年版（v2.0）※5月15日公開
　一般社団法人　日本サステナブル建築協会 「LCCM住宅・建築物」ホームページ
http://www.jsbc.or.jp/research-study/lccm.html

注１）建設に係るＣＯ２排出量の算定時に、鉄骨系住宅のＣＯ２削減対策として、「①軽量鉄骨造の場合」を一般構造用軽量形鋼（JIS G 3350:2009）ではなく、これに相当するものを用いることとして提案する場合、当該JIS相当であることを確認できる資料及び工事完了後に当該JIS相当の仕様であることを確認する方法を記載した資料を添付してください。
（別添３）外皮性能計算書
住宅タイプごとの基本要件（外皮性能）に関する評価結果として、評価にあたって想定した外皮性能の計算結果を添付してください。
外皮性能計算書は、下記の評価ツールのいずれか又はそれに準ずるもので計算し、強化外皮基準に適合する計算結果が明示されたシートや画面のコピーを提出してください。
※提案応募時は、自己評価の結果を提出することで応募が出来ますが、採択後の補助金交付の手続き（実績報告時）には第三者評価を取得した書類を提出してください。
※提出書類には、対応する住宅タイプ名を必ず明記してください。
※複数もしくは全タイプで、外皮性能の計算結果が共通となる場合は、その旨を明記し、結果の異なる住宅タイプの計算書のみを添付することでも結構です。
＜外皮性能計算ツール＞

■住宅に関する省エネルギー基準に準拠したプログラム
「住宅・住戸の外皮性能の計算プログラム」
https://house.lowenergy.jp/
■一般社団法人 住宅性能評価・表示協会
　「住宅の外皮平均熱貫流率及び平均日射熱取得率計算書」
https://www2.hyoukakyoukai.or.jp/seminar/gaihi/

（別添４）一次エネルギー消費量の計算書
住宅タイプごとの基本要件（一次エネルギー消費量）に関する評価結果として、ＢＥＬＳ登録機関が公開するＺＥＨ－Ｍに関する一次エネルギー消費量計算書によってＺＥＨ－Ｍに適合することを確認した書類を提出してください。
※提案応募時は、自己評価の結果を提出することで応募が出来ますが、採択後の補助金交付の手続き（実績報告時）には第三者評価を取得した書類を提出してください。
※提出書類には、対応する住宅タイプ名を必ず明記してください。
※評価対象単位は、住棟又は部分（複合建築物の住宅部分全体）になります。
※一次エネルギー消費量は、共用部含む住棟全体で評価してください。
（別添５）一次エネルギー消費量の計算結果
住宅タイプごとのＬＣＣＯ２評価及び基本要件（一次エネルギー消費量）の評価に使用した一次エネルギー消費量の計算結果として、住戸部の「エネルギー消費性能計算プログラム（住宅版）」及び共用部の「エネルギー消費性能計算プログラム（非住宅版）」の計算結果を「ＰＤＦ出力」したものを提出してください。
※提案応募時は、自己評価の結果を提出することで応募が出来ますが、採択後の補助金交付の手続き（実績報告時）には第三者評価を取得した書類を提出してください。
※提出書類には、対応する住宅タイプ名を必ず明記してください。
※複数もしくは全タイプで、一次エネルギー消費量の計算が共通となる場合は、その旨を明記し、結果が異なる住宅タイプの計算結果のみを添付することでも結構です。
＜一次エネルギー消費量の計算結果（住宅版、非住宅版）の計算プログラム＞

■住宅に関する省エネルギー基準に準拠したプログラム
「エネルギー消費性能計算プログラム（住宅版）」
https://house.lowenergy.jp/
■建築物のエネルギー消費性能計算プログラム
「エネルギー消費性能計算プログラム（非住宅版）」
：https://building.app.lowenergy.jp/
注）一次エネルギー消費量の算定（Webプログラムの計算）にあたって、令和３年４月に更新された「エネルギー消費性能計算プログラム（Ver.3）」を使用する場合、「詳細入力画面」から計算するようにご注意ください。
（「簡易入力画面」による計算では、太陽光発電設備等が評価されません。）
　提案者が法人その他の団体の場合には法人名・団体名を記載してください。�LCCM共同住宅部門は、１事業者ごとに提案していただきます。


※規定の条件を満足したグループ応募の場合、募集要領３．１．２の①に記載の条件を満足する旨の書類を別紙として添付してください（自由書式）。





提案者の構成員において、平日（月～金）に確実に連絡がとれる連絡先を必ず２つ記入してください。





・主たる連絡先を（その１）に記載してください。


・所属欄は、法人名と部署名等を記載してください。


・住所欄は、郵便番号と住所を記入してください。


・E-mailアドレスの記載ミスにご注意ください。（全角半角にも注意）








　法人その他団体にて提案する場合、営業エリアを記載してください。


全国展開の場合は「全国」、地域を限定している場合には主として営業範囲としている「都道府県名」を記載してください。





提案事業を実施することで期待される省ＣＯ２技術（ＬＣＣＭ共同住宅）の波及効果、普及効果を記載してください。また、波及・普及に向けた取り組みを行う場合は、あわせて明記してください。





本先導事業以外に、本件に関連して、現在、国・地方公共団体等から受け入れている補助金若しくは申請中の補助金等がある場合、制度名、金額、課題名を記載してください。その際、本応募課題との仕分け、関連のさせ方等が有れば併せて記載してください。





①グループでの提案の場合、グループの構成員、作業協力者について、名称、役割等を図示してください。特に、省エネ性能の高い住宅の波及・普及に向けた取組として、アピール点がある場合には図の中に明記してください。


②単独での事業者での提案の場合、提案者のほかに、建築設計事務所、建設事業者、建材供給事業者、エネルギー事業者など、提案にあたっての作業協力者等がいる場合、各者の関係を記載してください。








先導的な省CO2技術名を記載してください。





効果算出のための比較対象技術を記載してください。





CO2排出削減効果を算出するための考え方を具体的に記載してください。（例．提案する先導的な省CO2技術（技術名）を年間運用した場合の実測データを収集し、そのデータに基づき比較基準（技術名）で運用した場合の想定データを比較して、CO2削減効果を算出する、等）





効果算出に必要なデータ項目を記載してください。





①の実測するデータ項目の計測方法、計測周期と期間を記載してください





先導的な省CO2技術の実測したデータ項目に相当する比較基準の想定データ項目を記載してください





先導的な省CO2技術と比較基準から得られる効果算出方法を具体的に記載してください。





　ＬＣＣＯ２及びＺＥＨ要件に関わる各種計算を行った住宅タイプについて、図面などにより概要を記載してください。
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